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【研究のポイント】

• 日本の高齢者において、腰痛の有訴において社会格差があることが確認され

ました。

• 低学歴・肉体労働職に長く従事・低所得・低資産の高齢者ほど有意に腰痛を有

していました。

• 腰痛の対策作りには単に身体機能・構造面へのみ介入するのではなく、社会

的な背景にも目を向けた対策を講じることが重要であることが示唆されました。

【研究概要】

腰痛は要介護状態を発生させ健康寿命の短縮に大きく影響を与えている症状の一

つです。近年、身体機能や構造（筋力低下など）のみならず、心理社会的要因もま

た、腰痛と関連していると考えられています。しかしながら、教育歴や所得による、腰痛

の有訴率格差が日本の高齢者にあるかはほとんど明らかになっていません。本研究

では、65 歳以上の約 26,000 人を対象に、過去の社会経済状況（教育歴、最も長く就

労した職業:最長従事職業）や現在の社会経済状況（所得、資産）と過去１年間の腰痛

の有訴に差があるかを検証しました。その結果、最も所得の高い群に比べて最も低い

群で、約 1.2 倍腰痛を有している人が多いことがわかりました。また、「専門・技術職」

に長く従事していた群に比べて「肉体労働」に従事を長くしていた群で、約 1.1 倍腰

痛を有している人が多いことがわかりました。教育歴や資産においても同様の格差が

認められました。腰痛を単に、身体機能面や構造面の問題としてとらえるのではなく、

社会的な背景にも目を向けた対策を講じることが重要であると考えられます。支援が

必要だと考えられます。

本研究成果は 2019 年 1 月 21 日に国際科学誌 International Journal for 
Equity in Health に掲載されました。 

腰痛の有訴に 1.1～1.2 倍の社会経済的格差 



 

 

		

 
図. 所得・最も長く就労した職業と腰痛有訴の関連 

 

● 年齢、性別、同居の有無、婚姻状況、筋骨格系疾患の有無、喫煙歴、飲酒歴、中

等度の運動習慣、BMIの影響を調整しています。 
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● * 印は統計的に有意な関連があったことを示しています。 

※１ Q1：所得が最も高い群、Q４：所得が最も低い群を表しています。2013年JAGES

所得データより4分割しました。 

※２ 専門：「専門・技術職」事務職：「管理職」「事務職」肉体労働：「販売・サービス業」

「技能・労務職」「農林漁業職」就労無：「職に就いたことがない」と回答した群を

表しています。 

 

表．社会経済状況と腰痛の有訴（一部抜粋） 

 
該当者 腰痛有訴者 

（割合） 

学歴   

10 年未満 9,999 6,602 (66.0) 

10–12 年 8,963 5,597 (62.4) 

13 年以上 4,830 2,866 (59.3) 

所得（※）   

Q4（所得が最も低い群） 2,990 2,107 (70.3) 

Q3 7,526 4,795 (63.7) 

Q2 4,712 2,839 (60.3) 

Q1（所得が最も高い群） 4,885 2,863 (58.6) 

最も長く就労した職業   

専門職：「専門・技術職」 3,671 2,179 (59.4) 

事務職：「事務職」、「管理職」 5,218 3,150 (60.4) 

肉体労働職：「販売・サービス業」、「技能・労務職」、 

「農林漁業職」 
5,218 6,010 (64.3) 

資産   

 100 万円未満 2,032 1,428 (70.3) 

 100 万円以上、500 万円未満 2,736 1,800 (65.8) 

500 万円以上、1000 万円未満 3,181 1,971 (62.0) 

1000 万円以上、5000 万円未満 7,692 4,693 (61.0) 

5000 万円以上 2,774 1,586 (57.2) 
（※） 2013 年 JAGES 所得データより 4 分割しました。 

 
【研究の背景】 

腰痛は世界的にみて、要介護状態を発生させ健康寿命の短縮に大きく寄与してい

る症状の一つとして知られています。近年、社会経済状況による健康格差が我が国に

おいても報告されています。しかしながら、教育歴や所得による、腰痛の有訴率格差

が日本の高齢者にあるかはほとんど明らかになっていません。そのため、この研究で

は様々な社会経済指標を用いて、高齢期の腰痛と社会経済状況の関連について検



証しました。 
 
【対象と方法】 

2013 年に日本老年学的評価研究（JAGES）が 65 歳以上の要介護認定を受けて

いない高齢者を対象に実施したアンケート調査に回答した 26,037 名を対象としまし

た。腰痛の有訴は、過去１年間の腰痛の有無としました。所得については所得層を 4
分割した一番高い群から低い群までの 4 群に、資産については 5 分割した一番高い

群から低い群までの 5 群としました。教育歴は中学校までの「9 年以下」、高校までの

「10-12 年」、大学以上の「13 年以上」の 3 群としました。最も長く就労した職業につい

ては、「専門職」、「事務職」、「肉体労働職」、「就労経験なし」の 4 群としました。解析

には市町村ごとに異なる環境や腰痛有訴のばらつきを考慮したポアソン回帰分析を

用いました。回帰分析はすべて、腰痛の有訴との関連が過去に報告されている年齢、

性別、婚姻状況、同居人数、BMI、筋骨格系疾患の有無、喫煙歴、飲酒歴、運動習

慣でも調整を行いました。 
 
【結果】 

対象者の 63.4%が過去 1 年間に腰痛を有している結果となりました。教育歴では、

学歴が一番高い（13 年以上）群に比べて最も低い（9 年以下）群で、1.07 倍有意に腰

痛を有しているリスクが高いことがわかりました。最も長く就労した職業では、専門職に

長く従事していた群に比べて肉体労働に従事を長くしていた群で、1.06 倍有意に腰

痛を有しているリスクが高いことがわかりました。また、所得では、最も所得の高い群に

比べて最も低い群で、1.16 倍腰痛を有しているリスクが高いことがわかりました。資産

においても同様に、最も資産の高い群に比べて最も低い群で、1.18 倍腰痛を有して

いるリスクが高いことがわかりました。男女別にみてみると、男性の方が教育歴や最長

就労職業といった過去の社会経済状況による格差がみられていました。一方で所得

や資産といった現在の社会経済状況では男女ともに格差がみられていました。 
 
【結論】 

高齢期において、腰痛の有訴に社会経済的な格差が存在していることがわかりまし

た。社会経済状況が低いことが腰痛のリスクになることを考慮した対策が必要であると

考えられます。 
 
【本研究の意義】 

近年、身体機能・構造面（筋力低下など）のみならず、心理社会的要因もまた、腰痛

と関連していると考えられています。うつ症状や肥満、喫煙といった腰痛の危険因子も

また、社会背景要因が大きく影響しています。所得が低いことで、医療機関の受診を

控えたり、精神的なストレスを抱えたりすることが知られ、本研究はこれらの知見を支持

する結果となりました。また、肉体労働の従事により、重労働などの物理的なストレスが



腰背部にかかることが知られています。本研究では、リタイヤし物理的なストレスから解

放された高齢期においても、肉体労働に長く従事した高齢者で、腰痛の有訴のリスク

が残存していることも明らかにしました。つまり、腰痛の対策作りには単に身体機能・構

造面へのみ介入するのではなく、社会的な背景にも目を向けた対策を講じることが重

要であることが示唆されました。 
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